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はじめに 

就業人口の減少や共働き世帯の増加などもあり、職場における女性の存在感が高まっている。

2022 年には女性活躍推進法の改正を控え、主に中小企業に対して新たに女性活躍の情報公開が義

務付けられるなど、女性の労働参加は大きな変革期を迎えている。女性の労働参加は、企業にと

って新たな視点の創出や男性の働き方改革としても期待されている一方で、女性の労働参加に向

けた課題は、未だ解決されていない現状がある。 

そこで、帝国データバンクは、女性登用に対する企業の見解について調査を実施した。本調査

は、TDB景気動向調査 2020 年 7月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2020年 7月 16日～31日、調査対象は全国 2万 3,680 社で、有効回答企業数は 1万

1,732 社（回答率 49.5％）。なお、女性登用に関する調査は、2013年以降、毎年 7月に実施し、

今回で 8回目 

※本調査における詳細データは景気動向オンライン（https://www.tdb-di.com）に掲載している 
 

調査結果（要旨） 
 
1.女性管理職の割合は平均 7.8％と前年比 0.1 ポイント上昇。政府目標である「女性管理職 30％

以上」を超えている企業は 7.5％（同 0.4ポイント上昇）とわずかながら増加したものの、依然

として低水準にとどまっている。また、女性従業員の割合は平均 25.8％（同 0.6ポイント上昇）、

女性役員の割合は平均 10.8％（同 1.0ポイント上昇）となった 
 
2.今後、女性管理職の割合が増えると見込んでいる企業は 21.7％となり、前年より 1.9ポイント

減少した。また、今後女性役員の割合が増えると見込んでいる企業は 6.9％（同 0.7 ポイント

減）だった 
 
3.社内外を問わず女性登用を進めている企業は 42.6％となり、前年から 7.4 ポイント減少してい

る。女性登用を進めた効果では、「男女にかかわらず有能な人材を生かすことができた」（71.8％）

が突出して高く（複数回答、以下同）、「女性の労働観が変化してきた」（29.1％）、「多様な働き

方が促進された」（28.4％）が上位で続いた 
 
4.女性の活躍を促進するために重要なことでは、「妊娠・出産・子育て支援の充実」が 64.7％でト

ップとなった（複数回答、以下同）。さらに、「仕事と子育ての両立支援」（56.2％）や「保育サ

ービスの充実」（52.7％）など、上位には女性における家庭負担の軽減に関する項目が並んだ。

また、新型コロナウイルス感染拡大の影響で急速に普及が進む「テレワークの導入・拡充」は

36.3％となり、3割以上の企業が女性活躍推進にもテレワークが重要であると認識していた 

 

特別企画 ： 女性登用に対する企業の意識調査（2020年） 

女性管理職割合は平均 7.8％、前年から微増 

～ 「女性管理職 30％」目標を達成している企業は 7.5％にとどまる ～ 
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1. 「女性管理職 30％」目標を達成している企業は 7.5％にとどまる 
 

自社における従業員に占める女性の割合を尋ねたところ、女性従業員割合は平均 25.8％となっ

た（前年比 0.6ポイント上昇）。「30％以上」と回答した企業1は 31.5％となり、比較可能な 2014年

以降で最も高くなっている。また、女性従業員割合が 10％に満たない企業は 28.3％（「10％未満」

と「0％（全員男性）」の合計）であった。 

自社の管理職（課長相当職以上）に占める女性の割合は平均 7.8％と、過去最高を更新したもの

の、前年比 0.1 ポイント増とわずかな上昇にとどまった。政府が目標として定めている「女性管

理職 30％」を超えている企業は 7.5％にとどまり、その目標とは大きく差が開いている。 

自社の役員（社長を含む）に占める女性の割合は平均 10.8％と、同 1.0 ポイント上昇した。ま

た、女性役員が 1人もいない企業（0％（全員男性））は 56.6％と半数を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                 
1 「30％以上」は、「100％（全員女性）」「70％以上 100％未満」「50％以上 70％未満」「30％以上 50％未満」の合

計。「10％未満」は、「5％以上 10％未満」「5％未満」の合計 

女性の割合（従業員・管理職・役員） 
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女性管理職の割合を規模別にみると、「小規模企業」が平均 10.5％で最も高く、規模が小さい企

業ほど女性管理職の割合は高かった。業界別では、『小売』『不動産』『サービス』『金融』が他業界

より高い。他方、割合が低水準にとどまった『製造』『運輸・倉庫』『建設』といった企業からは、

「職場環境を改善しており採用したいが、力仕事があり汚れる作業もある労働環境のため、募集

をしても女性からの応募がない」（銑鉄鋳物製造、群馬県）や「業界内で現場監督として女性を採

用している例をみるが、いずれも長続きしないとのことで、難しさを感じている」（土木工事、北

海道）など、女性を採用する段階から苦心している声があげられている。 

 

現在の女性活躍推進法では、女性活躍に関する情報公開が従業員数 301 人以上の企業に義務付

けられている。同法は 2022 年 4月に改正法が施行され、情報公開の対象が従業員数 101人以上の

企業に拡大される予定となっている。それぞれの区分で女性管理職割合の平均をみると、従業員

数が「301 人以上」では 6.2％（前年比 0.2 ポイント増）、「101 人以上」では 5.7％（同 0.3 ポイ

ント増）だった。いずれの区分も前年度からほぼ横ばいとなっているが、今後は新たに情報公開

の対象となる従業員数 101 人以上の企業における数値の変化が注目となろう。 

また、「女性管理職 30％以上」を超えている企業を細かくみると、女性管理職割合の平均と同様

の傾向がみられ、規模別では「小規模企業」が最も高く、業界別では『小売』『不動産』『サービス』

が上位となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

女性管理職割合の平均 ～規模、従業員数、業界別～ 
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2. 女性の管理職割合が今後増加すると見込む企業は 21.7％、前年比 1.9 ポイント減 

 

自社における女性管理職割合は 5年前と比較してどのように変わったか尋ねたところ、「増加し

た」と回答した企業は 21.2％となった。一方、「変わらない」とする企業が 69.8％と 7 割近くに

達した。また、現在と比較して今後どのように変わると考えているか尋ねたところ、女性管理職

の割合が「増加する」と見込んでいる企業は 21.7％（前年比 1.9ポイント減）となった。2014年

以降は緩やかな拡大傾向にあったものの、2018 年をピークにやや鈍化している。女性役員につい

ては、5年前と比較して「増加した」企業は 8.7％、今後「増加する」と考えている企業は 6.9％

（同 0.7ポイント減）となった。いずれにおいても「変わらない」が 7割以上を占めている。 
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■ 社内人材の登用 ■ 社外からの登用

3. 女性登用を進めている企業は 42.6％、前年から 7.4 ポイント減少 

 

自社において女性登用を進めているか尋ねたところ、進めている企業2は 42.6％となった（複数

回答、以下同）。前年度（50.0％）から 7.4ポイント減少し、前年までの増加傾向から一転する結

果となった。特に小規模企業において、女性登用を進めている割合は低い。女性登用を進めてい

る企業の内訳をみると、「社内人材の登用を進めている」は 38.2％、「社外からの登用を進めてい

る」は 10.2％となり、それぞれ減少している。他方、「進めていない」は 41.0％となり 4 割を上

回る結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性登用を進めている企業にその効果を尋ねたところ、「男女にかかわらず有能な人材を生かす

ことができた」が 71.8％で、群を抜いてトップとなっている（複数回答、以下同）。次いで、「女

性の労働観が変化してきた」（29.1％）、「多様な働き方が促進された」（28.4％）などが 2 割台で

続いている。 

女性登用の効果を業界別にみると、『小売』や『建設』において、全体より高い数値を示してい

る傾向にある。とりわけ、女性登用を進めている割合が 3 割台にとどまった『建設』では、女性

登用を進めた効果の上位 10項目中で 8項目が全体を上回り、2項目はトップとなるなど、女性登

用を進めている割合は低いものの進めた効果の実感は強い傾向が表れている。建設業の企業から

は、「建設業は現場仕事なので女性を採用するのは難しい」（はつり・解体工事、埼玉県）といった

声がある一方、「まだまだ少数だが、女性技術職の採用で労働環境が改善された。設備面なども女

性に配慮していきたい」（木造建築工事、長野県）や「いまだに男性社会のイメージが強い建設業

ではあるが、女性作業員用の更衣室やお手洗いなどの改善が進み、以前よりは働きやすくなって

きている」（内装工事、大阪府）といった実感もあげられている。 

                                                 
2 「女性登用を進めている」は、「社内人材の登用を進めている」または「社外からの登用を進めている」のい

ずれかを回答した企業 

女性登用の状況 ～ 進捗状況と登用の内訳 ～ 
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4. 子育て支援の充実など、家庭の負担軽減が女性の活躍促進のカギに 

 

2020 年 7月 1 日、政府は「すべての女性

が輝く社会づくり本部」において、今後重点

的に取り組むべき事項「女性活躍加速のた

めの重点方針 2020」を決定した。 

そこで、今後より一層女性の活躍を促進

するためにどのようなことが重要と考える

か尋ねたところ、「妊娠・出産・子育て支援

の充実」が 64.7％でトップとなった（複数

回答、以下同）。2019年に続いて最も高い。

次いで、育休復帰支援などの「仕事と子育て

の両立支援」（56.2％）、長時間労働の削減な

どの「働き方の改革」（55.3％）、待機児童や保育士不足の解消などの「保育サービスの充実」（52.7％）

が 5 割超で続き、女性の家庭における負担軽減に関する項目が上位に並んでいる。また、新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響で急速に進んでいる「テレワークの導入・拡充」は 36.3％となり、

3割超の企業が女性活躍にもテレワークが重要であると認識していることが明らかとなった。 

企業からは、「女性従業員の登用への一番の壁は結婚・出産での離職だと思うので、国がもっと

子育てをしながら働ける環境を整備しなければ進まないと感じる」（ソフト受託開発、東京都）や

「さらに女性が働きやすい職場へ変化させるために、労働時間削減や業務の見直しなどを進めた

い」（一般貨物自動車運送、長野県）といった意見がみられた。また、「女性パート社員を 3 名採

用しており、大変優秀なため時給をアップしているが、扶養の範囲を超えてしまうためもっと働

きたいのに働けない状況になっている」（金属加工機械卸売、宮城県）という声もあがっていた。 

女性登用を進めた効果（上位 10項目） 

女性の活躍促進のために重要なこと 
（複数回答、上位 10項目） 

（％）

1 妊娠・出産・子育て支援の充実 64.7 60.5 (1)

2 仕事と子育ての両立支援 56.2 58.4 (3)

3 働き方の改革 55.3 50.2 (4)

4 保育サービスの充実 52.7 59.0 (2)

5 女性にとって快適・安全となる空間づくり 41.8 39.6 (5)

6 介護の支援 37.2 38.6 (6)

7 テレワークの導入・拡充 - 36.3 - -

8 女性の採用拡大・女性職員のキャリア形成支援 30.9 33.9 (7)

9 社会の安全・安心を確保する女性人材の育成 26.9 26.3 (12)

10 各種ハラスメントへの対策強化 25.7 26.6 (11)

注1： 矢印は、2019年より回答割合が高いことを示す

注2： 「テレワークの導入・拡充」は今回調査から選択項目に追加

注3： カッコ内は2019年の順位

注4： 母数は有効回答企業1万1,732社。2019年7月調査は1万91社

全体 2019年

（％）

農・林・水産 金融 建設 不動産 製造 卸売 小売 運輸・倉庫 サービス

42.6 47.8 60.2 35.1 41.7 43.8 38.3 52.1 45.4 50.8

1 男女にかかわらず有能な人材を生かすことができた 71.8 69.7 71.4 64.8 73.9 72.1 73.1 73.5 72.8 73.7

2 女性の労働観が変化してきた 29.1 15.2 32.5 30.7 30.4 29.6 30.2 29.0 27.7 25.7

3 多様な働き方が促進された 28.4 12.1 27.3 28.6 27.3 27.2 29.6 31.8 23.0 29.9

4 従業員のモチベーションが上がった 25.2 12.1 15.6 27.9 25.5 25.2 24.2 25.3 26.8 25.9

5 女性を登用したことで業務が円滑に進んだ 24.8 27.3 16.9 23.1 25.5 27.6 25.8 25.3 25.1 20.7

6 従業員同士のコミュニケーションが活発になった 16.8 18.2 11.7 19.3 19.9 17.5 15.5 20.4 14.9 14.5

7 労働環境が改善した 16.5 6.1 7.8 22.3 14.9 16.4 14.4 12.7 18.7 16.5

8 現状の人材不足に対応できた 13.8 21.2 7.8 16.2 11.8 12.8 12.6 15.1 17.4 14.4

9 採用活動等で有利に働いた 9.2 6.1 9.1 9.7 6.2 9.1 8.2 9.0 7.2 11.5

10 男性の労働観が変化してきた 9.0 15.2 6.5 10.9 8.7 9.8 7.9 10.6 8.1 7.8
注1： 各項目の全体の数値以上が網掛け、トップが太字

注2： 母数は、「女性登用を進めている」企業4,995社

全体
業界別

女性登用を進めている企業の割合
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まとめ 

 

本調査によると、管理職（課長相当職以上）および役員における女性の割合はわずかながら上

昇したものの、2019 年から変化があまりみられない結果となった。女性管理職や役員が今後増加

すると見込んでいる割合や、女性登用を進めている企業の割合も前年より減少し、総じて女性登

用に向けた動きは従来よりも鈍化している。 

女性登用を進めている企業からは「製造現場でも実際の現場に従事する女性が増えた」（印刷・

製本・紙工機械製造、埼玉県）といった意見もみられるなど、その効果として前年に引き続き「男

女にかかわらず有能な人材を生かすことができた」が最も高い。また、「まだまだ女性は家で家事

をやるのが当たり前だと思っている男性が多いため、男性側の意識を変えること、子供の存在を

負担にさせない施策が必要」（各種機械製造・修理、群馬県）といった声にあるように、今後より

一層女性の活躍が促進されるためには、女性の家庭における負担軽減や、職場の働き方の見直し

などが重要とする意見が多い。 

また、テレワークに関しても 3割以上の企業が女性活躍推進に重要と考えており、「テレワーク

の推進など、子供や家庭に近い状況で仕事ができるような会社規定の見直しを進めていく」（接着

剤製造、大阪府）といった声があげられている。新型コロナウイルスの影響拡大を契機にテレワ

ークの実施や検討を行っている企業も 3 割以上あり（帝国データバンク「新型コロナウイルスに

対する企業の意識調査（2020 年 5月）」）、テレワーク普及の流れが女性活躍推進に向けてチャンス

となる可能性がある。
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 産業データ分析課 

 担当：旭 海太郎(080-4899-2468)、池田 直紀(080-4900-8758) 

TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,680 社、有効回答企業 1 万 1,732 社、回答率 49.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記の通り区分。 
 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた

複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

567 1,367
823 1,945
886 677

3,617 350
649 851

11,732

（2）業界（10業界51業種）

69 70
128 31

1,898 25
386 15

飲食料品・飼料製造業 388 43
繊維・繊維製品・服飾品製造業 129 91
建材・家具、窯業・土石製品製造業 252 143
パルプ・紙・紙加工品製造業 119 42
出版・印刷 194 10
化学品製造業 461 518
鉄鋼・非鉄・鉱業 564 57
機械製造業 520 10
電気機械製造業 357 21
輸送用機械・器具製造業 118 130
精密機械、医療機械・器具製造業 80 33
その他製造業 92 62
飲食料品卸売業 398 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 202 194
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 368 108
紙類・文具・書籍卸売業 102 509
化学品卸売業 294 69
再生資源卸売業 34 287
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 332 127
機械・器具卸売業 984 26
その他の卸売業 376 202

49
11,732

（3）規模

2,092 17.8%

9,640 82.2%

(3,435) (29.3%)

11,732 100.0%

(295) (2.5%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（470）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（3,090）

放送業

サービス

（1,850）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,274）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


